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１．はじめに 

 

近年、我が国では地震・津波災害や風水害等におけ

るソフト対策の一環として防災教育の重要性が指摘され

ており、住民の防災意識を高めることを目的とした様々

な取り組みが各地で実施されている。 
これまでにも防災講演会やワークショップの開催、

教材の活用による防災教育の実施により、参加した住民

の防災意識が向上し、防災教育に一定の効果があること

が報告されている。しかし、これらの防災教育の実施に

よりその参加者に対しては防災意識の向上といった効果

をもたらすものの、非参加者への効果は直接的には皆無

である。防災に関する取り組みに参加する住民は既に防

災に対する関心を持っており、本来であれば防災への関

心が低い住民がもっとも防災教育を受けるべき対象であ

る。しかしながら、このような住民とのコンタクト・チ

ャンネルを確保することは困難であるといえる。一方、

防災教育の取り組みに参加しない住民に対しても、参加

住民からの波及効果などにより何らかの影響を与えるこ

とも考えられる。防災教育の効果を論じるためには、防

災教育を受けた個々の住民の意識変化のみならず、地域

住民全体へどのような影響を及ぼしたのかといった量的

側面についても評価することが重要である。 
以上のような問題認識のもと、本研究では様々な手

法による防災教育の実施が個々の住民及び地域住民全体

へ与える影響について分析し、防災教育が地域全体へ与

える影響の効果分析手法を検討する。本稿では、まず防

災教育効果とその計測手法についての概念整理を行うと

ともに、洪水災害を対象とした講演会による防災教育効

果の計測事例を報告する。 
 

２．防災教育の効果計測にかかる課題 

 

（１）防災教育効果の質的側面と量的側面 

防災教育の実施により、災害リスクに対峙した地域住

民全体の意識が向上することが最も理想であるが、実際

には講演会やワークショップへの参加者は限定的であり、

参加した住民（教育群）のみの防災意識が向上する。防

災教育の実施により教育群の防災意識が大幅に向上した

ならば、それは防災教育効果の「質的側面」といえる。 

一方、防災教育の効果には、どれだけ多くの住民の意

識を向上させることができたかといった「量的側面」も

ある。防災教育を受けていない住民（非教育群）は直接

的には防災意識の変化は生じないため、教育群の人数が

少なければ地域全体としての防災教育効果は限定的なも

のとなってしまう。しかし、教育を受けたことによって

防災意識が向上した住民が地域内に存在することにより、

非教育群への波及が生じ、地域全体において防災意識が

向上した住民が増えることも考えられる。このように防

災教育による効果を議論するにあたっては、意識の向上

度合いである「質的側面」と意識が向上した住民数であ

る「量的側面」の双方を考えることが重要である。 

教育群と非教育群への防災教育効果の概念図を図-1に

示す。従来の防災教育の効果計測に関する研究では、取

り組みに参加した住民に対する教育効果を計測し、教育

手法そのものの評価を行っているものが多い。しかしな
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図-1 教育群と非教育群への防災教育効果 

 



がら、地域住民全体への教育効果という観点では、コン

タクト・チャンネルを持たない住民への波及効果も含め

た評価を行うことが重要である。 

 

（２）住民の防災意識のフェイズ化 

前項では防災教育の量的効果の重要性について論じ

たが、量的効果を計測するに当たっては質的効果を適切

に計測することが必要不可欠である。教育効果の計測手

法としては、教育群と非教育群の差異、或いは教育実施

前後の差異によって効果を計測する方法がある。教育効

果を適切に評価するためには、住民の状態（意識や対策

実施状況等）を客観的かつ定量的に計測することが重要

である。 
住民の状態を計測する方法として、地域や住民の防

災力を評価する方法がある。水害や土砂災害等に対する

住民の地域防災力を評価する手法 1）が数多く提案され、

地域の防災体制の現状や重点的に整備すべき項目につい

て評価する試みがなされている。これらの地域防災力の

評価手法では、災害危険認知度や避難路・避難施設の整

備率、情報伝達体制、住民の避難誘導体制といったハー

ド施設の整備状況及びソフト対策の実施状況に関する項

目について点数化し、それぞれの達成度を評価している。

これらの評価手法では、地域もしくは住民全体の防災力

を評価しているものが多く、個々の住民について評価は

十分に行われていない。また、評価の観点は避難誘導体

制の確立状況や事前の備えの実施状況といった対策の行

動実績に重点が置かれており、住民の防災に対する意識

について詳細な評価を行っている事例は少ない。住民に

防災教育を通じて対策の実行を促すためには、その必要

性を理解させることが必要不可欠である。したがって、

防災教育は災害リスクに対する対処行動を促すためのリ

スク・コミュニケーションと位置づけることができる。 
一般住民を対象とした防災教育の目標は、災害に対

する自主的な防災行動を促すとともに、防災対策の必要

性の理解を過不足なく与えることである。このような目

標を達成するためには、段階的な防災教育が必要となる。

Rowan2)はリスク･コミュニケーションの段階的な目標

をまとめた“CAUSEモデル”と呼ばれる以下のモデル
を提案している。 

1) 信頼の確立（Credibility） 
2) リスクに気付かせる（Awareness） 
3) リスクへの理解を深める（Understanding） 
4) 解決策の理解を得る（Solution） 
5) 対処行動を引き起こす（Enactment） 
防災教育の最終的な目標の１つは、リスクに事前に対処

するための行動が何であるかを理解し、その上で解決策

を具体的に実行する住民を育成することである。 
対処行動を実行していない住民に対して、リスク・

コミュニケーションにより行動変容を促すためには、そ

の住民の態度を変容する必要がある。しかしながら、住

民は現在どのような態度であるか、すなわちリスクへの

理解は十分だが対処行動への理解が及んでいないだけな

のか、或いはリスクの存在すら認識していないのかによ

って、住民の態度変容を促すための教育コミュニケーシ

ョンは異なる。防災教育による住民の態度変容を効果的

に促すためには、住民の原初状態を適切に把握し、実施

すべき教育の内容を吟味することが必要である。そのた

めには、防災教育によって育成すべき住民の防災意識の

理想像（教育目標）を定めるとともに、住民の防災意識

をフェイズ化することが効果的である。 
図-2 は住民の防災意識フェイズを 5 段階で表現した
ものである。このように住民の防災意識を段階別のフェ

イズで表現することにより、教育実施前後のフェイズの

差異から教育効果を客観的かつ定量的に表現することが

できる。それにより、教育方法・ツールの効果的な改良

が可能になるとともに、どの教育手法・ツールがどのよ

うな防災意識フェイズの住民に最も効果があったのかと

いった分析も可能となる。 
 
３．防災意識フェイズの評価手法に関する検討 

 
第 2 章で述べたように、効果的な防災教育を実施す
るためには、現状及び教育実施後の住民がどのような防

災意識フェイズになっているのかを適切に評価すること

が必要である。住民の防災意識フェイズを評価する手順

をまとめると図-3 のようになる。まずは住民を最終的
にどのような意識状態へ変容し、どのような行動を促し

たいのかといった教育目標を定めるとともに、各フェイ

Phase5 対処行動を実行する（Enactment)

Phase4 対処方法を理解する（Solution)

Phase3 リスクを深く理解する（Understanding)

Phase2 リスクの存在に気付く（Awareness)

Phase1 リスクの存在を考えたことがない

フェイズ高

フェイズ低

図-2 住民の防災意識フェイズのピラミッド 

 

教育目標の設定

到達度評価項目の検討

到達度評価の基準設定

調査実施と到達度評価の判定  
図-3 防災意識フェイズの評価手順 

 



ズの段階における目標を設定する。次いで、各段階の防

災意識フェイズに住民が到達しているか否かを判定する

評価項目（質問）を作成するとともに、各フェイズへの

到達を判断するための評価基準を設定する。最後に、住

民を対象とした意識調査を実施し、個々の住民の防災意

識がどのフェイズまで到達しているかを判定する。 
 
４．洪水危険地域の住民を対象とした到達度評価の事例 

 

（１）調査対象地域 

分析の対象地域としたのは、埼玉県北川辺町の全域

である。当地域は、西～南に利根川、東に渡良瀬川が流

れているとともに、北側には渡良瀬遊水地が存在してい

る。1947（昭和 22）年のカスリーン台風では、北川辺
町内において渡良瀬川右岸が決壊し、甚大な浸水被害を

受けた。図-4 に調査対象地域の想定浸水深を示す。対
象地域内で利根川及び渡良瀬川が破堤した場合には、町

内全域で浸水深5m以上と甚大な被害が想定されている。 
 
（２）評価項目及び到達度基準の検討 

表-1 に示す項目により住民の防災意識フェイズを評

価した。設問と到達度評価の例を図-5に示す。1つの設

問に対して選択肢を複数提示し、選択肢を「十分理解」、

「おおむね理解」、「理解不十分」の 3 つに分類し、

「十分理解」ならば2点、「おおむね理解」ならば1点、

「理解不十分」ならば0点を与えることとした。 

次に、各フェイズの評価観点と到達基準について説

明する。Phase2 については、洪水の発生や被害につい

て考えたことがあれば、到達しているとみなすことにし

た。Phase3 は、洪水発生可能性や想定されている洪水

リスクの内容に関する理解度を問う質問を7問提示し、

0 点の項目がなければ「十分到達」、1 つならば「おお

むね到達」、2 つ以上ならば「到達不十分」とみなすこ

【最大浸水深】

埼玉県北川辺町

 

図-4 調査対象地域の想定浸水深 

 

表-1 住民の防災意識フェイズの評価項目 
Phase 評価観点 質問
Phase2
Awareness

リスクへの気付き
あなたは、現在のお住まいの地域における洪水の発生や被害に
ついて考えたことがありますか。
豪雨などにより利根川や渡良瀬川の堤防が壊れることはあり得な
いと思いますか。
現状でも堤防･ダム・ポンプ等が十分整備されているので浸水の
心配はないと思いますか。
（浸水深）
豪雨で利根川や渡良瀬川の堤防が壊れたり溢れたりした場合、ご
自宅はどれくらい浸水すると思いますか。
（洪水到達時間）
豪雨で北川辺町内で利根川や渡良瀬川の堤防が壊れたり溢れた
りした場合、堤防が壊れてから自宅が浸水し始めるまで、どれくら
い時間があると思いますか。
（流速）
豪雨で利根川や渡良瀬川の堤防が壊れたり溢れたりした場合、氾
濫した水はどれくらいの速さや力で流れると思いますか。
（浸水範囲）
豪雨で利根川や渡良瀬川の堤防が壊れたり溢れたりした場合、ど
れくらいの範囲が浸水すると思いますか。
（湛水時間）
豪雨で利根川や渡良瀬川の堤防が壊れたり溢れたりした場合、浸
水し始めてから水が無くなるまでにどれくらいの時間がかかると思
いますか。

避難の事前計画
避難先を決めるのは、洪水が発生する直前でも遅くはないと思い
ますか。
洪水災害時、とリあえず公共施設(学校など)の避難場所に行けば
身の安全は確保されると思いますか。
あなたはどこへ避難しますか。（優先順位）
利根川や渡良瀬川の堤防が壊れたり溢れてからでも避難は遅く
はないと思いますか。
とにかく何処かへ避難すると思うタイミングはいつですか。

避難準備時間
「とにかく何処かへ避難すると思う」という状況になった場合、避難
の準備を終え実際に自宅を出るまでにどれくらいの時間を要する
と思いますか。

避難手段
避難時に第１優先の避難場所まで移動する場合、自動車を利用し
ますか。
家族で災害時の対応等について話し合っていますか。
避難場所、避難経路等を確認していますか。
非常持ち出し品の準備をしていますか。
非常食や水を準備していますか。
防災訓練に参加していますか。

Phase5
Enactment

対策実行度

Phase3
Understanding

洪水発生可能性
の認識

洪水リスク内容の
理解

Phase4
Solution

適切な避難場所
の理解

避難開始または決
断タイミング

（問）
豪雨で利根川や渡良瀬川の堤防が壊れたり溢れたりした場合、
ご自宅はどれくらい浸水すると思いますか。

（選択肢）
1.浸水しないと思う
2.一階部分で大人の膝くらいまで（50ｃｍ未満）
3.一階部分で大人の腰くらいまで（50cm～1m）
4.1階の軒下くらいまで（1～2m）
5.二階の軒下くらいまで（2～5m）
6.三階の軒下くらいまで（5～8m）
7.三階建ての家の屋根が水没するくらい（8m以上）十分理解

理解不十分

おおむね理解

 

図-5 設問と到達度評価の例 

 

表-2 事前調査の概要 

調査対象 埼玉県北川辺町住民 

調査票の配布

配布日：2008年1月10日 

配布方法：広報とともに配布 

配布数：3,041票 

調査票の回収

回収期日：2008年1月23日 

回収方法：区長による住民からの調査票

回収 

回収数：2,453票（回収率：80.7%） 

 

表-3 防災講演会と事後調査の概要 

実施日時 2008年3月9日(日)午後6時～午後9時 

調査対象 埼玉県北川辺町防災講演会受講者 

実施方法 
講演会資料と一緒に調査票を配布 

退出時に回収 

講演会参加者 117名 

回収数 109票（回収率：93.2%） 

主な 

講演内容 

地域における洪水危険性 

想定される洪水被害 

適切な避難行動 

自助・共助の重要性 



ととした。Phase4 については、洪水災害発生時におけ

る避難意向に関する質問を 7 問提示し、Phase3 と同様

の基準で到達度を評価した。Phasae5 は、平常時の備え

といった対策の実施状況に関する質問を5問提示し、実

施した対策項目が4個以上ならば「十分到達」、3個な

らば「おおむね到達」、2 個以下ならば「到達不十分」

とした。 

各フェイズへの到達状況について評価した後、その

結果にもとづき個々の住民の防災意識フェイズを決定し

た。ここでは「到達不十分」となったフェイズが存在す

れば、その1ランク下位のフェイズをその住民の防災意

識フェイズとみなすこととした。したがって、下位のフ

ェイズに到達していなければ、上位のフェイズの到達基

準を満たしていても未達とみなした。 

 

（３）到達度事前評価による原初状態の把握 

事前調査として北川辺町住民全世帯を対象としたア

ンケート調査を実施し、防災教育実施前における住民の

防災意識フェイズを把握した。事前調査の概要を表-2

に示す。 

前項で説明した方法にもとづいてアンケート調査の

回答結果を分析し、個々の住民の防災意識フェイズを決

定した。事前調査における北川辺町住民全体の防災意識

フェイズの分布を図-6 に示す。北川辺町住民の防災意

識フェイズとしては、フェイズ2に到達している、すな

わち洪水発生可能性については多くの住民が認識してい

るものの、フェイズ3やフェイズ4、すなわち洪水リス

クやその対処行動についての理解は十分ではないという

結果が得られた。 

 

（４）講演会実施後における到達度評価と教育効果 

北川辺町住民を対象とした防災講演会を実施し、講

演会終了後には講演による教育の効果を計測する事後ア

ンケート調査を実施した。防災講演会及び事後調査の概

要を表-3に示す。 

防災講演会では、事前調査の結果を踏まえ、洪水氾

濫シミュレーション結果や地域で想定される被害、適切

な避難行動とともに、公助の限界や自助・共助の重要性

について説明した。 

講演会終了後に参加者を対象としたアンケート調査

を実施し、事前調査と同様の方法により、参加者の防災

意識フェイズを決定した。講演会参加者の防災意識フェ

イズの分布を図-6 に示す。講演を聴講した住民の多く

はフェイズ 4、すなわち洪水発生時の適切な対処行動を

理解できたことがわかる。事前調査の結果を比較すると、

講演を受講したことによりフェイズ 2～3 の住民の多く

がフェイズ4へと防災意識が向上したことがわかる。 

 

５．まとめと今後の課題  

 

本稿では、防災教育効果の質的側面と量的側面につ

いて概念整理を行うとともに、洪水危険地域の住民を対

象とした防災教育の質的効果の計測事例を示した。 

本稿で示した効果計測では、教育実施前後における

防災意識フェイズの分布の変化を把握しているが、どの

フェイズの住民にどれだけのフェイズの向上が見られた

のかを把握することができない。教育内容と最も効果を

与えた住民フェイズの関係を分析するためには、教育実

施前後で同一の被験者を対象としたパネル調査による効

果計測を行う必要がある。 
また今回の事後調査によるフェイズ分布は、あくま

で防災講演会参加者だけを対象としたものであり、地域

全体のフェイズ分布を示しているものではない。講演会

の実施により参加者のみの意識フェイズが向上するが、

非参加者については直接的な変化を与えていない。しか

しながら、講演によって意識が向上した住民が地域社会

の非参加者へ波及させることによる教育効果も考えられ

る。今後は地域全体における防災意識調査を継続的に実

施することにより、講演会による直接的な意識向上の効

果のみならず、波及効果を含めた地域住民全体へ与える

教育効果についても分析することが必要であると考えて

いる。 
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図-6 事前及び事後調査におけるフェイズ分布 



 


